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平成 23年３月３日 

 
「海外証券先物取引等の口座設定に関する約諾書」の参考様式（案） 

 
 
＊「海外証券先物取引等に関する規則」の一部改正案の第４条第２項に定める「海外証券先物取引等の口座設定に関す

る約諾書」の参考様式（案）です。下表においては、比較のため、現行の海外証券先物取引等口座設定約諾書も掲載

しています。両約諾書の相違箇所は、下線部分をご参照ください。なお、本参考様式案は、パブリック・コメントの

対象ではありません。 

 

参 考 様 式 

本  文 記載上の留意点 

現行の海外証券先物取引等口座設定約諾書 

（統一様式） 

私は、貴社から受けた海外証券先物取引、海

外証券先物オプション取引及び海外証券オプシ

ョン取引（以下「海外証券先物取引等」という。）

の特徴、制度の仕組み等取引に関する説明の内

容を十分把握し、私の判断と責任において海外

証券先物取引等の取引を行います。つきまして

は、貴社に海外証券先物取引等口座（以下「本

口座」という。）を設定するに際し、国内の諸法

令、その海外証券先物取引等を執行する外国金

融商品市場を開設する者（以下「執行取引所」

という。）及び日本証券業協会の定める諸規則、

決定事項及び慣行中、海外証券先物取引等に関

連する条項に従うとともに、次の各章各条に掲

げる事項を承諾し、これを証するため、本約諾

書を差し入れます。 

 私は、貴社から受けた海外証券先物取引、海

外証券先物オプション取引及び海外証券オプシ

ョン取引（以下「海外証券先物取引等」という。）

の特徴、制度の仕組み等取引に関する説明の内

容を十分把握し、私の判断と責任において海外

証券先物取引等の取引を行います。つきまして

は、貴社に海外証券先物取引等口座（以下「本

口座」という。）を設定するに際し、国内の諸法

令、その海外証券先物取引等を執行する海外取

引所（以下「執行取引所」という。）及び日本証

券業協会の定める諸規則、決定事項及び慣行中、

海外証券先物取引等に関連する条項に従うとと

もに、次の各章各条に掲げる事項を承諾し、こ

れを証するため、本約諾書を差し入れます。 

 

第 １ 章  総 則 

 

  

第 １ 章  総 則 

 

（海外証券先物取引等口座による処理） 

第 １ 条 私が今後貴社との間において行う海
外証券先物取引等において、買付代金、売付

代金、オプションの約定価額（以下「約定プ

レミアム」という。）、買付有価証券、売付有

価証券、委託証拠金、海外証券先物取引等の

決済による損益金、その他授受する金銭はす

べて本口座で処理すること。 

 （海外証券先物取引等口座による処理） 

第 １ 条 私が今後貴社との間において行う海
外証券先物取引等において、買付代金、売付

代金、オプションの約定価額（以下「約定プ

レミアム」という。）、買付有価証券、売付有

価証券、委託証拠金、海外証券先物取引等の

決済による損益金、その他授受する金銭はす

べて本口座で処理すること。 
（期限の利益の喪失）  （期限の利益の喪失） 

参考 ２ 
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参 考 様 式 

本  文 記載上の留意点 

現行の海外証券先物取引等口座設定約諾書 

（統一様式） 

第 ２ 条 私が次の各号のいずれかに該当した
ときは、貴社から通知、催告等がなくても、

貴社に対する海外証券先物取引等に係る債務

について、当然期限の利益を失い、直ちに弁

済すること。 

第 ２ 条 私が次に掲げる事項の一に該当した
ときは、貴社から通知、催告等がなくても、

貴社に対する海外証券先物取引等に係る債務

について、当然期限の利益を失い、直ちに弁

済すること。 
⑴ 差押、仮差押、若しくは競売の申立て、

又は破産手続開始、再生手続開始若しくは

更生手続開始の申立てがあったとき、又は

清算に入ったとき 

 ⑴ 差押、仮差押、若しくは競売の申立て、

又は破産手続開始、再生手続開始若しくは

更生手続開始の申立てがあったとき、又は

清算に入ったとき 

⑵ 租税公課を滞納して督促を受けたとき、

又は保全差押の命令が発送されたとき 
 ⑵ 租税公課を滞納して督促を受けたとき、

又は保全差押の命令が発送されたとき 
⑶ 支払を停止したとき  ⑶ 支払を停止したとき 
⑷ 手形交換所の取引停止処分があったとき  ⑷ 手形交換所の取引停止処分があったとき

⑸ 外国の法令に基づく前各号のいずれかに

相当又は類する事由に該当したとき 
 ⑸ 外国の法令に基づく前各号のいずれかに

相当又は類する事由に該当したとき 
⑹ 住所変更の届出を怠るなど私の責に帰す

べき事由によって、貴社に私の所在が不明

となったとき 

 ⑹ 住所変更の届出を怠るなど私の責に帰す

べき事由によって、貴社に私の所在が不明

となったとき 
２ 私が次の各号のいずれかに該当したとき

は、貴社の請求により、貴社に対する海外証

券先物取引等に係る債務について期限の利益

を失い、直ちに債務を弁済すること。 

 ２ 私が次に掲げる事項の一に該当したとき

は、貴社の請求により、貴社に対する海外証

券先物取引等に係るすべての債務について期

限の利益を失い、直ちに弁済すること。 
⑴ 貴社との海外証券先物取引等に係る債務

のいずれかの履行を怠り、又は貴社に対する

取引の約定のいずれかに違背したとき 

 ⑴ 貴社との海外証券先物取引等又は本約諾

書第 35 条に規定する支払手段の売買に関

し負担する債務の一の履行を怠り、又は貴

社に対する取引の約定の一に違背したとき 

⑵ その他貴社に対し、債務不履行のおそれ

があると認められる相当の事由があるとき

 ⑵ その他貴社に対し、債務不履行のおそれ

があると認められる相当の事由があるとき

３ 私が第１項各号又は前項各号のいずれかに

該当したときは、貴社に対し直ちに書面をも

ってその旨の報告をすること。 

 （ 新  設 ） 
 

（決済不履行、支払不能又はそれらのおそれが

ある場合等における転売又は買戻し契約等） 

第 ３ 条 私が所定の期限までに、私が本口座
に関し貴社に預託すべき委託証拠金若しくは

約定プレミアムその他の支払うべき金銭を預

託せず若しくは支払わないとき又は売付有価

 （決済不履行、支払不能又は不能となるおそれ

がある場合等における転売又は買戻し契約等） 

第 ３ 条 私が所定の期限までに、私が本口座
に関し貴社に預託すべき委託証拠金若しくは

約定プレミアムその他の支払うべき金銭を預

託せず若しくは支払わないとき又は売付有価
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参 考 様 式 

本  文 記載上の留意点 

現行の海外証券先物取引等口座設定約諾書 

（統一様式） 

証券若しくは買付代金を貴社に交付しない場

合に、貴社が任意に、当該海外証券先物取引

等を決済するために必要な取引を、私の計算

において行うことに異議のないこと。 

証券若しくは買付代金を貴社に交付しない場

合に、貴社が任意に、当該海外証券先物取引

等を決済するために必要な取引を、私の計算

において行うことに異議のないこと。 
２ 私が前条第１項各号のいずれかに該当した

ときは、貴社が任意に、私が貴社の本口座を

通じて行っている海外証券先物取引等につ

き、それを決済するために必要な取引を、私

の計算において行うことに異議のないこと。 

 ２ 私が前条第１項各号の一に該当したとき

は、貴社が任意に、私が貴社の本口座を通じ

て行っている海外証券先物取引等につき、そ

れを決済するために必要な取引を、私の計算

において行うことに異議のないこと。 

３ 私が前条第２項各号のいずれかに該当した

ときは（ただし、本条第１項に該当する場合

を除く。）、貴社の請求により、貴社の指定す

る期日までに、私が貴社の本口座を通じて行

っている海外証券先物取引等につき、私がそ

れを決済するために必要な取引を貴社に委託

して行うことに異議のないこと。 

 ３ 私が前条第２項各号の一に該当したときは

（ただし、本条第１項に該当する場合を除

く。）、貴社の請求により、貴社の指定する期

日までに、私が貴社の本口座を通じて行って

いる海外証券先物取引等につき、私がそれを

決済するために必要な取引を貴社に委託して

行うことに異議のないこと。 

４ 前項の期日までに、私が決済のために必要

な取引を貴社に委託しないときは、貴社が任

意に、私の計算において決済のために必要な

取引を行うことに異議のないこと。 

 ４ 前項の期日までに、私が決済のために必要

な取引を貴社に委託しないときは、貴社が任

意に、私の計算において決済のために必要な

取引を行うことに異議のないこと。 

５ 前各項の取引を行った結果、損失が生じた

場合には、貴社に対して、その額に相当する

金銭を直ちに支払うこと。 

 ５ 前各項の取引を行った結果、損失が生じた

場合には、貴社に対して、その額に相当する

金銭を貴社の指定する通貨で直ちに支払うこ

と。 
６ 貴社は、私の決済不履行を防ぐために必要

と認められるときは、海外証券先物取引等の

取引の執行に関して私に対しあらかじめ当該

有価証券の確認又は預託を求めることができ

ること。 

 ６ 貴社は、私の決済不履行を防ぐために必要

と認められるときは、海外証券先物取引等の

取引の執行に関して私に対しあらかじめ当該

有価証券の確認又は預託を求めることができ

ること。 

（差引計算） 

第 ４ 条 期限の到来、期限の利益の喪失その
他の事由によって、貴社に対する債務を履行

しなければならない場合には、その債務と私

の委託証拠金、預け金その他の債権とを、そ

の債権の期限のいかんにかかわらず、いつで

も貴社は相殺することができること。 

 （差引計算） 

第 ４ 条 期限の到来、期限の利益の喪失その
他の事由によって、貴社に対する債務を履行

しなければならない場合には、その債務と私

の委託証拠金、預金その他の債権とを、その

債権の期限のいかんにかかわらず、いつでも

貴社は相殺することができること。 
２ 前項の相殺ができる場合には、貴社は事前  ２ 前項の相殺ができる場合には、貴社は事前
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参 考 様 式 

本  文 記載上の留意点 

現行の海外証券先物取引等口座設定約諾書 

（統一様式） 

の通知及び所定の手続を省略し、私に代わり

諸預け金の払戻しを受け、債務の弁済に充当

することもできること。 

の通知及び所定の手続を省略し、私に代わり

諸預け金の払戻しを受け、債務の弁済に充当

することもできること。 

３ 前２項によって差引計算する場合、債権債

務の利息、損害金等の計算については、その

期間を計算実行の日までとして、利率は貴社

の定めによるものとすること。 

 ３ 前２項によって差引計算する場合、債権債

務の利息、損害金等の計算については、その

期間を計算実行の日までとして、利率は貴社

の定めによるものとすること。 

（決済条件の変更） 

第 ５ 条 私は、貴社に委託する海外証券先物
取引等につき、以下の措置が講じられた場合

には、それに従うこと。 

 （決済条件の変更） 

第 ５ 条 私は、貴社に委託する海外証券先物
取引等につき、以下の措置が講じられた場合

には、それに従うこと。 
⑴ 執行取引所が、天災地変、経済事情の激

変、その他やむを得ない理由に基づいて行う

海外証券先物取引等に係る決済物件の変更

又は受渡決済期日の変更等 

 ⑴ 執行取引所が、天災地変、経済事情の激

変、その他やむを得ない理由に基づいて行う

海外証券先物取引等に係る決済物件の変更

又は受渡決済期日の変更等 

⑵ 貴社が、天災地変、経済事情の激変、そ

の他やむを得ない理由に基づいて行う海外

証券先物取引等に係る本約諾書所定の受渡

しその他の決済方法の変更等 

 ⑵ 貴社が、天災地変、経済事情の激変、そ

の他やむを得ない理由に基づいて行う海外

証券先物取引等に係る本約諾書所定の受渡

しその他の決済方法の変更等 
（経過利子の取扱いの変更） 

第 ６ 条 私は、貴社に委託する海外証券先物
取引等につき、執行取引所が受渡決済におい

て、非課税扱いの申告に係る経過利子の取扱い

について課税扱いの指定を行った場合には、そ

の措置に従うこと。 

 （経過利子の取扱いの変更） 

第 ６ 条 私は、貴社に委託する海外証券先物
取引等につき、執行取引所が受渡決済におい

て、非課税扱いの申告に係る経過利子の取扱い

について課税扱いの指定を行った場合には、そ

の措置に従うこと。 

（担保物の処分） 

第 ７ 条 私が本約諾書に基づき貴社に対し差
し入れる担保は、すべて本約諾書に基づく私

の貴社に対する債務の他、本約諾書に基づく

債務の履行を完了した時点における貴社に対

するいっさいの債務（有価証券その他の取引

に関して発生したものを含む。）を共通に担保

すること。 

 

 

 

 

 

（担保物の処分） 

第 ７ 条 私が本約諾書に基づき貴社に対し差
し入れる担保は、すべて本約諾書に基づく私

の貴社に対する債務の他、本約諾書に基づく

債務の履行を完了した時点における貴社に対

するいっさいの債務（有価証券その他の取引

に関して発生したものを含む。）を共通に担保

すること。 

２ 私が海外証券先物取引等に関し、本約諾書

に基づく私の貴社に対し負担する債務を所定

の期限までに履行しないときは、通知、催告

を行わず、かつ法律上の手続によらないで、

 ２ 私が海外証券先物取引等に関し、本約諾書

に基づく私の貴社に対し負担する債務を所定

の期限までに履行しないときは、通知、催告

を行わず、かつ法律上の手続によらないで、
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参 考 様 式 

本  文 記載上の留意点 

現行の海外証券先物取引等口座設定約諾書 

（統一様式） 

担保として預託してある有価証券を、私の計

算において、その方法、時期、場所、価格等

は貴社の任意で処分し、その取得金から諸費

用を差し引いた残額を法定の順序にかかわら

ず、債務の弁済に充当されても差し支えなく、

また前記弁済充当を行った結果、残債務があ

る場合は直ちに弁済を行うこと。 

担保として預託してある有価証券を、私の計

算において、その方法、時期、場所、価格等

は貴社の任意で処分し、その取得金から諸費

用を差し引いた残額を法定の順序にかかわら

ず、債務の弁済に充当されても差し支えなく、

また前記弁済充当を行った結果、残債務があ

る場合は直ちに弁済を行うこと。 

（占有物の処分） 

第 ８ 条 私が海外証券先物取引等に関し、貴
社に対し負担する債務を履行しなかった場合

には、貴社の占有している私の動産、有価証

券等を貴社が処分できるものとし、この場合

すべて前条に準じて取り扱われても異議のな

いこと。 

 （占有物の処分） 

第 ８ 条 私が海外証券先物取引等に関し、貴
社に対し負担する債務を履行しなかった場合

には、貴社の占有している私の動産、有価証

券等を貴社が処分できるものとし、この場合

すべて前条に準じて取り扱われても異議のな

いこと。 

（弁済等充当の順序） 

第 ９ 条 債務の弁済又は第４条による差引計
算の場合、私の債務の全額を消滅させるのに

足りないときは、貴社は、貴社が適当と認め

る順序方法により充当することができるこ

と。 

 （弁済等充当の順序） 

第 ９ 条 債務の弁済又は第４条による差引計
算の場合、私の債務の全額を消滅させるのに

足りないときは、貴社は、貴社が適当と認め

る順序方法により充当することができるこ

と。 

（遅延損害金の支払） 
第 10 条 私が海外証券先物取引等に関し、貴
社に対する債務の履行を怠ったときは、貴社

の請求により、貴社に対し履行期日の翌日よ

り履行の日まで、貴社の定める率及び計算方

法による遅延損害金を支払うこと。 

 （遅延損害金の支払） 
第 10 条 私が海外証券先物取引等に関し、貴
社に対する債務の履行を怠ったときは、貴社

の請求により、貴社に対し履行期日の翌日よ

り履行の日まで、貴社の定める率及び計算方

法による遅延損害金を貴社の指定する通貨で

支払うこと。 

（委託証拠金及び代用有価証券の使用） 

第 11 条 私が海外証券先物取引等に関し、貴
社に預託した金銭及び有価証券は、貴社が任

意に他の顧客の海外証券先物取引等のために

使用しても異議のないこと。 

 （委託証拠金及び代用有価証券の権利の行使） 

第 11 条 私が海外証券先物取引等に関し、貴
社に預託した金銭及び有価証券は、貴社が任

意にこれを他に貸し付け、担保に供し、他の

顧客の海外証券先物取引等のために使用し、

又はその有価証券に基づく権利を貴社が行使

しても異議のないこと。 

（同種同量の有価証券の返還） 

第 12 条 前条の有価証券は、同一の銘柄、数
量のものをもって返還することができるこ

 （同種同量の有価証券の返還） 

第 12 条 前条の有価証券は、同一の銘柄、数
量のものをもって返還することができるこ
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参 考 様 式 

本  文 記載上の留意点 

現行の海外証券先物取引等口座設定約諾書 

（統一様式） 

と。 と。 

（債権譲渡等の禁止） 

第 13 条 私が貴社に対して有する海外証券先
物取引等に係る債権は、これを他に譲渡又は

質入れしないこと。 

 （債権譲渡等の禁止） 

第 13 条 私が貴社に対して有する海外証券先
物取引等に係る債権は、これを他に譲渡又は

質入れしないこと。 

（委託証拠金の利息その他の対価） 
第 14 条 私が海外証券先物取引等に関し、貴
社に委託証拠金として預託する金銭又は有価

証券及び私の計算に属する金銭又は有価証券

には、利息その他の対価をつけないこと。 

 （委託証拠金の利息その他の対価） 

第 14 条 私が海外証券先物取引等に関し、貴
社に委託証拠金として預託する金銭又は有価

証券及び私の計算に属する金銭又は有価証券

には、利息その他の対価をつけないこと。 

 

第 ２ 章  取 引 

 

  

第 ２ 章  取 引 

 

（執行取引所及び執行方法等の指示） 

第 15 条 貴社は、私が貴社に海外証券先物取
引等の委託をする場合、海外証券先物取引等

の種類、執行取引所及び執行方法等について

は、貴社の応じ得る範囲内で私があらかじめ

指示するところにより行うこと。 

 （執行取引所及び執行方法等の指示） 

第 15 条 貴社は、私が貴社に海外証券先物取
引等の委託をする場合、海外証券先物取引等

の種類、執行取引所及び執行方法等について

は、貴社の応じ得る範囲内で私があらかじめ

指示するところにより行うこと。 
（注文の執行及び処理） 

第 16 条 海外証券先物取引等の約定日は、執
行取引所における私の委託に係る海外証券先

物取引等の成立を、貴社が確認した日（その

日が休業日にあたる場合は、その後の直近の

営業日）とし、海外証券先物オプション取引

の権利行使又は権利割当てに係る海外証券先

物取引の約定日は、貴社が当該権利行使又は

権利割当てを確認した日（以下、それぞれ「約

定日」という。）とすること。 

 （注文の執行及び処理） 

第 16 条 海外証券先物取引等の約定日は、執
行取引所における私の委託に係る海外証券先

物取引等の成立を、貴社が確認した日（その

日が休業日にあたる場合は、その後の直近の

営業日）とし、海外証券先物オプション取引

の権利行使又は権利割当てに係る海外証券先

物取引の約定日は、貴社が当該権利行使又は

権利割当てを確認した日（以下、それぞれ「約

定日」という。）とすること。 
２ 貴社において遅滞なく処理される限り、時

差等の関係から私の委託に係る発注日時と約

定日時とが異なっても異議のないこと。 

 ２ 貴社において遅滞なく処理される限り、時

差等の関係から私の委託に係る発注日時と約

定日時とが異なっても異議のないこと。 

３ 貴社への私の委託は、貴社が定めた時間内

に行うこと。 

 ３ 貴社への私の委託は、貴社が定めた時間内

に行うこと。 

４ 貴社は、私の委託に係る海外証券先物取引

等の成立を確認したときには、遅滞なく取引

報告書等を交付すること。 

取引報告書の交付

方法は各社の状況

に応じて記載する。

４ 貴社は、私の委託に係る海外証券先物取引

等の成立を確認したときには、遅滞なく私の

届け出た住所あてに取引報告書等を交付する
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参 考 様 式 

本  文 記載上の留意点 

現行の海外証券先物取引等口座設定約諾書 

（統一様式） 

現行の届け出た住

所に送付するほか、

電磁的な方法によ

る交付も認められ

るものと考えられ

る。 

こと。 

（委託証拠金の差入れ等） 

第 17 条 私は、私の海外証券先物取引等によ
る売付け又は買付けが成立した場合（ただし、

海外証券先物オプション取引及び海外証券オ

プション取引の買付けの場合を除く。）におい

て、第 20条に規定する差入証拠金の総額が第

18 条に規定する委託証拠金の所要額の総額を

下回っているとき又は私が委託証拠金として

差し入れている金銭の額が現金支払予定額

（第 20条第４項に規定する現金授受予定額が

負である場合の当該額をいう。以下同じ。）を

下回っているときは、差入証拠金の総額と委

託証拠金の所要額の総額との差額（以下「総

額の不足額」という。）又は当該金銭の額と現

金支払予定額との差額（以下「現金不足額」

という。）のいずれか大きい方の額以上の額を

委託証拠金として、約定日から起算して３営

業日目の日の正午までの貴社が定める日時ま

でに差し入れること。 

 

「貴社が定める日

時」について、協会

員の取り扱う取引

の種類等にかかわ

らず一律に記載で

きる場合には、約諾

書中に記載するこ

とが望ましい。（以

下同じ） 

（委託証拠金の差し入れ等） 

第 17 条 私は、私の委託に係る海外証券先物
取引等の売付け又は買付けが成立した場合

（ただし、海外証券先物オプション取引及び

海外証券オプション取引の買付けの場合を除

く。）において、第 20 条に規定する受入証拠

金の総額が第 18条に規定する委託証拠金所要

額の総額を下回っているとき又は私が委託証

拠金として差し入れている金銭の額が海外証

券先物取引に係る計算上の損失額を下回って

いるときは、差入証拠金の総額と委託証拠金

所要額の総額との差額（以下「総額の不足額」

という。）又は当該金銭の額と当該海外証券先

物取引に係る計算上の損失額との差額（以下

「現金不足額」という。）のいずれか大きい方

の額以上の額を委託証拠金として、約定日か

ら起算して３営業日目の日の正午までに差し

入れること。 

（ 削  る ） 
 

 ２ 私は、委託証拠金は当該海外証券先物取引

等に係る建玉の通貨（以下「指定建通貨」と

いう。）により差し入れること。 

２ 前項の規定は、海外証券先物オプション取

引の権利行使又は権利割当てにより成立する

海外証券先物取引について準用すること。 

 ３ 前２項の規定は、海外証券先物オプション

取引の権利行使又は権利割当てにより成立す

る海外証券先物取引について準用すること。 

（委託証拠金の所要額） 

第 18 条 委託証拠金の所要額は、執行取引所
の定める証拠金額以上の額で貴社が定める額

とすること。 

 （委託証拠金の所要額） 

第 18 条 委託証拠金の所要額は、執行取引所

の定める証拠金額以上の額で貴社が定める額

とすること。 

（委託証拠金の有価証券による代用） 

第 19 条 私が差し入れる委託証拠金は、有価
 （委託証拠金の有価証券による代用） 

第 19 条 私が差し入れる委託証拠金は、執行
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参 考 様 式 

本  文 記載上の留意点 

現行の海外証券先物取引等口座設定約諾書 

（統一様式） 

証券をもって代用することができること。た

だし、現金不足額に相当する額の委託証拠金

は、有価証券をもって代用することができな

いものとすること。 

取引所の定める範囲において有価証券をもっ

て代用することができること。ただし、現金

不足額に相当する額の委託証拠金は、有価証

券をもって代用することができないものとす

ること。 
２ 前項の有価証券の種類及び評価を行う場合

における代用価格は、貴社が別に定めるとこ

ろによること。 

 ２ 前項の有価証券の種類は、執行取引所又は

その清算会社が受け入れる有価証券（ただし、

別に定める株券以外の株券を除く。）のうち指

定建通貨と同一の通貨で表示されるものと

し、協会員が受け入れる際における代用価額

は、貴社が別に定めるところによること。 

（ 削  る ） 
 
 

 ３ 貴社は、経済情勢の変化に伴い貴社が定め

る代用証券の評価に係る掛目を変更すること

ができること。この場合、私は、貴社が代用

証券の掛目を変更したときは、建玉中の代用

証券に対しても変更後の掛目を適用すること

に異議のないこと。 
（差入証拠金の計算方法） 

第 20 条 貴社は、貴社が定める方法により海
外証券先物取引等の種類又は執行取引所ごと

に計算上の損益額等を算出した上で、海外証

券先物取引等に係る差入証拠金を計算するも

のとすること。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第 1 項における海

外証券先物取引等

に係る差入証拠金

の具体的な計算方

法の詳細について

は、協会員ごとに異

なることが考えら

れる。例えば、証拠

金の額を執行取引

所ごとに区分する

のか、又は執行取引

所を越えて通算し

たものとするのか、

同一の建通貨取引

ごとに計算するの

かなど、その取扱い

が明確になるよう

記載することが求

められる。 

（差入証拠金の計算方法） 

第 20 条 海外証券先物取引等に係る差入証拠
金については、執行取引所ごとに区分しかつ

指定建通貨を同一とする取引ごとに計算する

ものとすること。 
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参 考 様 式 

本  文 記載上の留意点 

現行の海外証券先物取引等口座設定約諾書 

（統一様式） 

２ 差入証拠金の総額は、私が差し入れている

委託証拠金の額に、第４項に規定する現金授

受予定額を加減して得た額をいうこと。 
 

 ２ 差入証拠金の総額は、私が差し入れている

委託証拠金の額に、第４項に規定する海外証

券先物取引に係る計算上の損益額を加減し、

私の負担すべきものに相当する額で貴社が必

要と認める額を差し引いて得た額をいうこ

と。 

３ 差入証拠金の総額の計算において、委託証

拠金の全部又は一部が有価証券をもって代用

されている場合におけるその代用有価証券の

額は、代用有価証券を前条第２項に定める代

用価格により評価した額の合計額とするこ

と。 

 ３ 第２項の差入証拠金の総額の計算におい

て、受入証拠金の全部又は一部が有価証券を

もって代用されている場合におけるその代用

価額は、第 19条第２項に定めるところによる

こと。 
 

４ 現金授受予定額は、次項に規定する計算上

の損益額に、私の海外証券先物取引の決済損

益額のうち授受を終了していないもの並びに

私の海外証券先物オプション取引及び海外証

券オプション取引の取引代金のうち授受を終

了していないものの合計額を加減した額から

私の負担すべきものに相当する額で貴社が必

要と認める額を差し引いて得た額に相当する

金銭の額とすること。 

 （ 新  設 ） 

５ 計算上の損益額は、私の海外証券先物取引

の相場の変動に基づく利益に相当する額の合

計額から私の海外証券先物取引の相場の変動

に基づく損失に相当する額の合計額及び第 22

条の規定により払出しを行った場合の当該払

出額の合計額を差し引いて得た損益額とする

こと。 

 ４ 海外証券先物取引に係る計算上の損益額

は、私の海外証券先物取引の相場の変動に基

づく利益に相当する額から私の海外証券先物

取引の変動に基づく損失に相当する額と第22

条の規定により払出しを行った場合の当該払

出額を差し引いて得た損益額とすること。 

（ 削  る ） 
 
 

 ５ 前項の海外証券先物取引の相場の変動に基

づく計算上の損益は、私の約定価額と計算す

る日の前日の執行取引所が定めた清算価格に

より評価した価額との差損益とする。 

（委託証拠金の引出し等の制限） 

第 21 条 私は、私が海外証券先物取引等に係
る委託証拠金として差し入れている金銭又は

有価証券を引き出さないこと。ただし、次の

各号のいずれかに該当する場合において、当

 （委託証拠金の引出し等の制限） 

第 21 条 私が海外証券先物取引等に係る委託
証拠金として差し入れている金銭又は有価証

券を引き出さないこと。ただし、次の各号の

一に該当する場合において、当該各号に掲げ
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参 考 様 式 

本  文 記載上の留意点 

現行の海外証券先物取引等口座設定約諾書 

（統一様式） 

該各号に掲げる額を超えない額に相当する金

銭又は有価証券については、貴社が同意する

場合はこの限りでないこと。 

る額を超えない額に相当する金銭又は有価証

券については、貴社が同意する場合はこの限

りでないこと。 
⑴ 引き出させる際における私の差入証拠金

の総額が委託証拠金の所要額の総額を上回

っている場合 その超過額を代用有価証券

の評価に用いる率をもって除した額に相当

する有価証券又は当該超過額と現金超過額

（委託証拠金として差し入れている金銭の

額が現金支払予定額を超えている場合の当

該超過額をいう。以下同じ。）のいずれか小

さな額に相当する額の金銭 

 １ 引き出させる際における私の差入証拠金

の総額が委託証拠金所要額の総額を上回っ

ている場合には、その超過額を代用価額算

定に使用した率で除した額に相当する有価

証券又は当該超過額と現金超過額（委託証

拠金として差し入れられている金銭の額が

計算上の損失額を超えている場合の当該超

過額をいう。以下同じ。）のいずれか小さな

額に相当する額の金銭 

⑵ 私が委託証拠金として差し入れている有

価証券を金銭又は他の有価証券と差し換え

る場合 当該金銭の額又は当該他の有価証

券の額（代用価格により評価した額をいう。

以下この項において同じ。）を代用有価証券

の評価に用いる率をもって除した額に相当

する有価証券 

 ２ 私が委託証拠金として差し入れている有

価証券を金銭又は他の有価証券と差し換え

る場合には、当該金銭の額又は当該他の有

価証券の額（第 19条第３項に定める代用価

格により評価した額をいう。以下この項に

おいて同じ。）を代用価額算定に使用した率

で除した額に相当する有価証券 
⑶ 私が委託証拠金として差し入れている金

銭のうち現金超過額に相当する金銭を有価

証券と差し換える場合 当該有価証券の額

に相当する額の金銭 

 ３ 私が委託証拠金として差し入れている金

銭のうち現金超過額に相当する金銭を有価

証券と差し換える場合には、当該有価証券

の額に相当する額の金銭 
２ 貴社はその判断により、前項第１号に該当

する場合において、私の請求により、同号に

掲げる額を超えない額に相当する金銭又は有

価証券を引き出させるときは、超過額を確認

した日から遅滞なく行うものとすること。 
 

「遅滞なく」につい

ては、「貴社が定め

る日時」と同様に、

協会員の取り扱う

取引の種類等にか

かわらず一律に記

載できる場合には、

約諾書中に記載す

ることが望ましい。

（以下同じ） 

２ 貴社はその判断により、前項第１号に該当

する場合において、私が請求したときは、当

該各号に掲げる額を超えない額に相当する金

銭又は代用有価証券については、超過額を確

認した日から起算して２営業日目以降私へ返

還することができること。 
 

（計算上の利益額の引出し） 

第 22 条 私が請求し、かつ、貴社が応じる場
合には、私の計算上の利益額に相当する金銭

を、私の差入証拠金の総額が委託証拠金の所

 

 

（計算上の利益額の引出し） 
第 22 条 私が請求し、かつ、貴社が応じる場
合には、私の計算上の利益額に相当する金銭

を、私の差入証拠金の総額が委託証拠金所要
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参 考 様 式 

本  文 記載上の留意点 

現行の海外証券先物取引等口座設定約諾書 

（統一様式） 

要額の総額を上回っているときの差額を限度

として、払い出すことができること。 
額の総額を上回っているときの差額を限度と

して、払い出すことができること。 
２ 貴社は、私からの計算上の利益額の払出し

の請求に応じない場合には、私に対し、計算

上の利益額の払出しを行わない旨を明示のう

え、海外証券先物取引等の注文を受けること。 

 ２ 貴社は、私からの計算上の利益額の払出し

の請求に応じない場合には、私に対し、計算

上の利益額の払出しを行わない旨を明示のう

え、海外証券先物取引等の注文を受けること。 

３ 第１項の規定にかかわらず、執行取引所に

おいて計算上の利益額の払出しを認めていな

い場合は、私の計算上の利益額の払出しはで

きないこと。 

 ３ 第１項の規定にかかわらず、執行取引所に

おいて計算上の利益額の払出しを認めていな

い場合は、私の計算上の利益額の払出しはで

きないこと。 

（委託証拠金の追加差入れ） 

第 23 条 貴社は、毎営業日に、私に総額の不
足額又は現金不足額が生じているかを確認す

ること。 

 （委託証拠金の追加差入） 

第 23 条  （ 新  設 ） 
 

２ 私は、貴社による前項の確認により、私に

総額の不足額又は現金不足額が生じているこ

とが判明した場合には、いずれか大きい方の

額以上の額を委託証拠金として、当該不足額

が生じていることが判明した日から起算して

３営業日目の日の正午までの貴社が定める日

時までに差し入れること。ただし、当該定め

る日時を待たずに貴社が定めるロスカット取

引（私の海外証券先物取引等を決済した場合

に私に生じることとなる損失の額が、貴社の

定める計算方法により算出される額に達する

場合に行うこととする海外証券先物取引等の

決済をいう。）を行う場合には、この限りでは

ないこと。 

ロスカット取引を

行わない協会員に

ついては、「ただし

～（以下省略）」を

記載する必要はな

い。 

  私は、私に総額の不足額又は現金不足額が

生じた場合には、いずれか大きい方の額以上

の額を委託証拠金として、貴社が当該不足額

が生じたことを確認した日から起算して３営

業日目の日の正午までに差し入れること。こ

の場合において、現金不足額に相当する額の

委託証拠金は、指定建通貨による現金とする

こと。 

（委託証拠金の所要額の変更） 

第 24 条 貴社は、経済情勢の変化及び執行取
引所の定める証拠金額の変更に伴い、委託証

拠金の所要額を変更することができること。

 （委託証拠金率の変更） 

第 24 条 貴社は、経済情勢の変化及び執行取
引所等の証拠金率変更に伴い、委託証拠金率

を変更することができること。 

２ 貴社は、委託証拠金の所要額を変更したと

きは、建玉中の委託証拠金に対しても変更後

の委託証拠金の所要額を適用すること。 

 ２ 貴社は、委託証拠金率を変更したときは、

建玉中の委託証拠金に対しても変更後の委託

証拠金率を適用すること。 

（委託証拠金の返還） 

第 25 条 貴社は、私の海外証券先物取引等に
 （委託証拠金の返還） 

第 25 条 貴社は、私の海外証券先物取引等に
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参 考 様 式 

本  文 記載上の留意点 

現行の海外証券先物取引等口座設定約諾書 

（統一様式） 

ついて、次の各号に該当する場合において、

第２条第１項各号又は第２項各号のいずれに

も該当しないとき、かつ、私からの委託証拠

金の返還請求があったときには、次の各号に

定める日以降、遅滞なく委託証拠金を返還す

ること。ただし、海外証券先物取引等に係る

私の債務のうち未履行部分に相当する額の委

託証拠金については、この限りでないこと。

ついて、次の各号に該当する場合であって、

第２条に掲げる事項のいずれにも該当しない

場合に、私からの委託証拠金の返還請求があ

った場合には、当該各号に定める日以降、遅

滞なく委託証拠金を返還すること。 

⑴ 転売又は買戻しによる決済を行った場合 

当該転売又は買戻しの約定日 

 ⑴ 転売又は買戻しによる決済を行った場合 

当該転売又は買戻しの約定日から起算して

４営業日目の日 

⑵ 受渡決済を行った場合 執行取引所の定

める売買取引最終日の国内応当日の翌営業

日 

 ⑵ 受渡決済を行った場合（海外証券オプシ

ョン取引のうち、権利行使に関して売建玉

に割当てが行われた場合の受渡決済を含

む。） 執行取引所の定める受渡日の国内応

当日の翌営業日 
⑶ 最終差金決済（海外証券先物取引等につ

いて、未決済勘定を転売又は買戻しにより

決済しなかった場合に、執行取引所等（執

行取引所及び貴社から海外証券先物取引等

の委託を受ける外国証券業者をいう。以下

同じ。）の定めるところにより行われる差金

決済のことをいう。以下同じ。）が行われた

場合 貴社が最終清算価格を確認した日 

 ⑶ 最終差金決済（海外証券先物取引等につ

いて、未決済勘定を転売又は買戻しにより

決済しなかった場合に、執行取引所の定め

るところにより行われる差金決済のことを

いう。以下同じ。）が行われた場合 貴社が

最終清算価格を確認した日から起算して４

営業日目の日 

⑷ 海外証券先物オプション取引の権利行使

に関して売建玉に割当てが行われた場合 

貴社が当該割当てを確認した日 

 ⑷ 海外証券先物オプション取引の権利行使

に関して売建玉に割当てが行われた場合 

貴社が当該割当てを確認した日から起算し

て３営業日目の日 
⑸ 海外証券オプション取引の権利行使に関

して売建玉に割当てが行われた場合 貴社

が当該割当てを確認した日 
 

 ⑸ 海外証券オプション取引の権利行使に関

して売建玉に割当てが行われた場合（ただ

し、第２号の場合を除く。） 貴社が当該割

当てを確認した日から起算して４営業日目

の日 
⑹ 海外証券先物オプション取引又は海外証

券オプション取引について、権利消滅とな

った場合 貴社が権利消滅を確認した日 

 ⑹ 海外証券先物オプション取引又は海外証

券オプション取引について、権利消滅とな

った場合 貴社が権利消滅を確認した日か

ら起算して４営業日目の日 
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参 考 様 式 

本  文 記載上の留意点 

現行の海外証券先物取引等口座設定約諾書 

（統一様式） 

（転売又は買戻しに伴う差金決済） 

第 26 条 私は、海外証券先物取引等について
私が転売又は買戻しを行った場合において、

損失が生じたときは、当該損失に相当する額

の金銭を、当該転売又は買戻しに係る約定日

から起算して４営業日目の日までの貴社が定

める日時までに貴社に支払うこと。 

 （転売又は買戻しに伴う差金決済） 

第 26 条 私は、海外証券先物取引等について
私の委託に係る転売又は買戻しを行った場合

において損失が生じたときは、当該損失に相

当する額の金銭を、当該転売又は買戻しに係

る約定日から起算して４営業日目の日までに

貴社に支払うこと。 

２ 貴社は、前項の場合において、利益が生じ

たときは、当該利益に相当する額の金銭を当

該転売又は買戻しに係る約定日から遅滞なく

私に支払うこと。 

 ２ 貴社は、前項の場合において、利益が生じ

たときは、当該利益に相当する額の金銭を当

該転売又は買戻しに係る約定日から起算して

４営業日目の日に私あて支払うこと。 

（計算上の利益の払出しに伴う金銭の授受） 

第 27 条 前条及び次条の規定にかかわらず、
私が第 22 条の規定により計算上の利益額の

払出しを受けているときの受渡決済、転売若

しくは買戻しによる決済又は最終差金決済

（以下「受渡決済等」という。）を行う場合に

おける私と貴社との間の金銭（私が受渡決済

を行う場合における次条の規定に基づく品渡

代金及び品受代金を除く。）の授受について

は、次の各号に定める区分に従い、当該各号

に定めるところによること。 

 （計算上の利益の払出しに伴う金銭の授受） 

第 27 条 前条の規定にかかわらず、私が第 22
条の規定により計算上の利益額の払出しを受

けているときの転売若しくは買戻しによる決

済又は受渡決済を行う場合における私と貴社

との間の金銭（私が受渡決済を行う場合にお

ける第 28 条の規定に基づき算出する売買代

金を除く。）の授受については、次の各号に定

める区分に従い、当該各号に定めるところに

よること。 
 

⑴ 転売若しくは買戻しの約定日又は受渡決

済若しくは最終差金決済に係る限月取引の

売買取引最終日において、私の海外証券先

物取引における未決済約定（売買取引最終

日が到来した限月取引の売買取引最終日以

後における当該限月取引の未決済約定を除

く。以下この条において同じ。）がある場合

 １ 転売若しくは買戻しの約定日又は受渡決

済に係る限月取引の売買取引最終日におい

て、私の委託に基づく海外証券先物取引に

おける未決済約定（売買取引最終日が到来

した限月取引の売買取引最終日以後におけ

る当該限月取引の未決済約定を除く。以下

この項において同じ。）がある場合 
イ 第 22 条の規定により払出しを受けて
いる額の合計額（以下「計算上の利益の

払出額」という。）が受渡決済等により私

が受領することとなる金銭の額以上であ

るときは、貴社は、私に対し当該金銭を

支払わないこと。この場合において、当

該計算上の利益の払出額と当該金銭の額

との差額を新たな計算上の利益の払出額

 イ 第 22 条の規定により払出しを受けて
いる額の合計額（以下「計算上の利益の

払出額」という。）が前条の規定により私

が受領することとなる金銭の額以上であ

る時は、貴社は、私に対し当該金銭を支

払わないこと。この場合において、当該

計算上の利益の払出額と当該金銭の額と

の差額を新たな計算上の利益の払出額と
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参 考 様 式 

本  文 記載上の留意点 

現行の海外証券先物取引等口座設定約諾書 

（統一様式） 

とすること。 すること。 
ロ 計算上の利益の払出額が受渡決済等
により私が受領することとなる金銭の額

を下回るときは、貴社は、私に対し当該

計算上の利益の払出額と当該金銭の額と

の差額を支払うものとする。この場合に

おいて、当該計算上の利益の払出額は全

額私から返還されたものとすること。 

 ロ 計算上の利益の払出額が前条の規定
により私が受領することとなる金銭の額

を下回るときは、貴社は、私に対し当該

計算上の利益の払出額と当該金銭の額と

の差額を支払うものとする。この場合に

おいて、当該計算上の利益の払出額は全

額私から返還されたものとすること。 
ハ 受渡決済等により私が金銭を支払う
こととなるときは、私は、当該金銭を貴

社に支払うこと。この場合において、計

算上の利益の払出額については増減を行

わないこと。 

 ハ 前条の規定により私が金銭を支払う
こととなるときは、私は、当該金銭を貴

社に支払うこと。この場合において、計

算上の利益の払出額については増減を行

わないこと。 
⑵ 転売若しくは買戻しの約定日又は受渡決

済若しくは最終差金決済に係る限月取引の

売買取引最終日において、私の海外証券先

物取引における未決済約定がないこととな

る場合 

 ２ 転売若しくは買戻しの約定日又は受渡し

決済に係る限月取引の売買取引最終日にお

いて、私の委託に基づく海外証券先物取引

における未決済約定がないこととなる場合

イ 計算上の利益の払出額が受渡決済等
により私が受領することとなる金銭の額

以上であるときは、当該転売若しくは買

戻しの約定日又は当該限月取引の売買取

引最終日（その日が休業日に当たる場合

には、その後の直近の営業日とする。以

下同じ。）から起算して４営業日目の日ま

での貴社が定める日時までに、計算上の

利益の払出額と当該金銭の額との差額を

貴社に支払うこと。この場合において、

貴社は、私に対し当該金銭を支払わない

ものとすること。 

 イ 計算上の利益の払出額が前条の規定
により私が受領することとなる金銭の額

以上であるときは、当該転売若しくは買

戻しの約定日又は当該限月取引の売買取

引最終日（その日が休業日に当たる場合

には、その後の直近の営業日とする。以

下ハにおいて同じ。）から起算して４営業

日目の日までに、計算上の利益の払出額

と当該金銭の額との差額を貴社に支払う

こと。この場合において、貴社は、私に

対し当該金銭を支払わないものとするこ

と。 
ロ 計算上の利益の払出額が受渡決済等
により私が受領することとなる金銭の額

を下回るときは、貴社は、私に対し当該

計算上の利益の払出額と当該金銭の額と

の差額を支払うこと。 

 ロ 計算上の利益の払出額が前条の規定
により私が受領することとなる金銭の額

を下回るときは、貴社は、私に対し当該

計算上の利益の払出額と当該金銭の額と

の差額を支払うこと。 
ハ 受渡決済等により私が金銭を支払う
こととなるときは、私は、当該金銭を貴

 ハ 前条の規定により私が金銭を支払うこ

ととなるときは、私は、当該金銭を貴社
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本  文 記載上の留意点 

現行の海外証券先物取引等口座設定約諾書 

（統一様式） 

社に支払うとともに、計算上の利益の払

出額を当該転売若しくは買戻しの約定日

又は当該限月取引の売買取引最終日から

起算して４営業日目の日までの貴社が定

める日時までに、貴社に返還すること。

に支払うとともに、計算上の利益の払出

額を当該転売若しくは買戻しの約定日又

は当該限月取引の売買取引最終日から起

算して４営業日目の日までに、貴社に返

還すること。 
（受渡その他の決済方法） 
第 28 条 私は、海外証券先物取引について、
有価証券の品渡しによる受渡決済を委託する

場合には、執行取引所等の定める受渡手続開

始日の国内応当日までの貴社が定める日時ま

でに、貴社に当該執行取引所等が定める受渡

適格銘柄を差し入れること。なお、私に対し

交付すべき品渡代金は、執行取引所等の定め

る受渡日の国内応当日から遅滞なく私に支払

うこと。 

 （受渡その他の決済方法） 
第 28 条 私は、海外証券先物取引について、
有価証券の品渡しによる受渡決済を委託する

場合には、執行取引所の定める受渡手続開始

日の国内応当日までに、貴社に当該執行取引

所が定める受渡適格銘柄を差し入れること。

なお、私に対し交付すべき品渡代金は、執行

取引所の定める受渡日の国内応当日の翌営業

日に私あて支払うこと。 

２ 私は、海外証券先物取引について、有価証

券の品受けによる受渡決済を委託する場合に

は、執行取引所等の定める受渡日の国内応当

日までに、貴社に品受代金を支払うこと。な

お、私に対し交付すべき有価証券については、

貴社は執行取引所等の定める受渡日の国内応

当日から遅滞なく、あらかじめ私との間で別

途取り決めた受渡方法により交付すること。 

 ２ 私は、海外証券先物取引について有価証券

の品受けによる受渡決済を委託する場合に

は、執行取引所の定める受渡日の国内応当日

までに、貴社に品受代金を支払うこと。なお、

私に対し交付すべき有価証券については、貴

社は執行取引所の定める受渡日の国内応当日

の翌営業日に、あらかじめ私との間で別途取

り決めた受渡方法により交付すること。 
３ 私は、海外証券オプション取引について、

有価証券の売買に係る権利行使を行う場合に

は、執行取引所において権利行使する日の国

内応当日までに、貴社に権利行使に必要な当

該有価証券又は品受代金等を支払うこと。な

お、私に対して交付すべき有価証券又は品渡

代金は、執行取引所等の定める受渡日の国内

応当日から遅滞なく、私にあらかじめ私との

間で別途取り決めた受渡方法により交付する

こと。 

 ３ 私は、海外証券オプション取引について、

有価証券の売買に係る権利行使を行う場合に

は、執行取引所において権利行使する日の国

内応当日までに、貴社に権利行使に必要な当

該有価証券又は品受代金等を支払うこと。な

お、私に対して交付すべき有価証券又は品渡

代金は、執行取引所の定める受渡日の国内応

当日の翌営業日に、私あて、あらかじめ私と

の間で別途取り決めた受渡方法により交付す

ること。 

４ 私は、海外証券オプション取引について、

私が有価証券の売買に係る権利割当てを受け

た場合には、執行取引所等の定める受渡日に

受渡しが支障なく行われるよう当該有価証券

 ４ 私は、海外証券オプション取引について、

私が有価証券の売買に係る権利割当てを受け

た場合には、執行取引所の定める受渡日に受

渡しが支障なく行われるよう当該有価証券又
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参 考 様 式 

本  文 記載上の留意点 

現行の海外証券先物取引等口座設定約諾書 

（統一様式） 

又は受渡代金等を差し入れるものとする。な

お、私に対して交付すべき有価証券又は受渡

代金は、執行取引所等の定める受渡日の国内

応当日から遅滞なく、私にあらかじめ私との

間で別途取り決めた受渡方法により交付する

こと。 

は受渡代金等を私より差し入れるものとす

る。なお、私に対して交付すべき有価証券又

は受渡代金は、執行取引所の定める受渡日の

国内応当日の翌営業日に、私あて、あらかじ

め私との間で別途取り決めた受渡方法により

交付すること。 

５ 私は、海外証券先物取引等について、最終

差金決済又は権利行使に伴う差金決済が行わ

れた場合において、損失が生じたときは、当

該損失に相当する額の金銭を貴社が当該決済

に係る清算価格を確認した日から起算して４

営業日目の日までの貴社が定める日時までに

支払うこと。 

 ５ 私は、海外証券先物取引等について、最終

差金決済又は権利行使に伴う差金決済が行わ

れた場合において、損失が生じたときは、当

該損失に相当する額の金銭を貴社が当該決済

に係る清算価格を確認した日から起算して４

営業日目の日までに支払うこと。 

６ 貴社は、前項の場合において、利益が生じ

たときは、当該利益に相当する額の金銭を貴

社が当該決済に係る清算価格を確認した日か

ら遅滞なく私に支払うこと。 

 ６ 貴社は、前項の場合において、利益が生じ

たときは、当該利益に相当する額の金銭を貴

社が当該決済に係る清算価格を確認した日か

ら起算して４営業日目の日に私あて支払うこ

と。 

７ 私は、海外証券先物オプション取引又は海

外証券オプション取引の買付けを行った場

合、貴社に約定プレミアムを約定日から起算

して４営業日目の日までの貴社が定める日時

までに支払うこと。 

 ７ 私は、海外証券先物オプション取引又は海

外証券オプション取引の買付けを行った場

合、貴社に約定プレミアムを約定日から起算

して４営業日目の日までに支払うこと。 

８ 貴社は、私が海外証券先物オプション取引

又は海外証券オプション取引の売付けを行っ

た場合、約定プレミアムを約定日から遅滞な

く私に支払うこと。 

 ８ 貴社は、私が海外証券先物オプション取引

又は海外証券オプション取引の売付けを行っ

た場合、約定プレミアムを約定日から起算し

て４営業日目の日に私あて支払うこと。 

 

（ 削  る ） 

 

 （決済通貨） 

第 29 条 私は、貴社との間で海外証券先物取
引等における前４条に係る金銭の授受を指定

建通貨により行うこと。 
（建玉の割当て） 
第 29 条 私は、海外証券先物取引に関して海
外証券先物取引の未決済勘定を有する顧客間

で受渡決済の割当てを行う必要がある場合又

は海外証券先物オプション取引若しくは海外

証券オプション取引の権利行使に関して売建

 

建玉の割当方法に

ついては協会員の

定める恣意性を排

除した公平な方法

によるものとし、約

（建玉の割当て） 
第 30 条 私は、海外証券先物取引に関して当
該海外証券先物取引の未決済勘定を有する顧

客間で受渡決済の割当てを行う必要がある場

合は、貴社が約定日順に当該割当てを行うこ

とに異議がないこと。 
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参 考 様 式 

本  文 記載上の留意点 

現行の海外証券先物取引等口座設定約諾書 

（統一様式） 

玉に割当てを行う必要がある場合には、貴社

が定める方法により当該割当てを行うことに

異議がないこと。 

定日順その他例え

ば、無作為抽選、建

玉水準に応じた比

例配分等が考えら

れる。なお、協会員

が取り扱う割当方

法について、協会員

が取り扱う取引の

種類等にかかわら

ず一律に記載でき

る場合には、約諾書

中に記載すること

が望ましい。 

（ 削  る ）  ２ 私は、海外証券先物オプション取引又は海

外証券オプション取引の権利行使に関して売

建玉に割当てを行う必要がある場合には、貴

社が約定日順に当該割当てを行うことに異議

がないこと。 

（権利行使等に係る意思確認） 
第 30 条 貴社は、私が海外証券先物オプショ
ン取引及び海外証券オプション取引の権利行

使の通知期限までに権利行使の通知を行わな

かった場合において、執行取引所の別の定め

があるときには、あらかじめ私の意思を確認

のうえ当該定めに従うこと。 

 （権利行使等に係る意思確認） 
第 31 条 貴社は、私の委託に係る海外証券先

物取引等の取引最終決済日が近づいたとき

は、私に対し、転売又は買戻しにより決済を

行うか、現物受渡により決済を行うか又はオ

プション取引の権利行使を行うかを確認する

こと。 

２ 貴社は、私の海外証券先物取引等の取引最

終日が近づいたときは、私に対し、転売若し

くは買戻しにより決済を行うか、現物受渡に

より決済を行うか又はオプション取引の権利

行使を行うかを確認すること。 

 ２ 貴社は、私が海外証券先物オプション取引

及び海外証券オプション取引の権利行使の通

知期限までに権利行使の通知を行わなかった

場合において、執行取引所の別の定めがある

ときには、あらかじめ私の意思を確認のうえ

当該定めに従うこと。 
（諸通知） 

第 31 条 私は、貴社より次の通知を受けるこ
と。 
⑴ 私の海外証券先物取引等に係る委託証

拠金の所要額及び代用有価証券の種類及

び代用価格の変更の通知 

 

 

 

 

（諸通知） 

第 32 条 私は、貴社より次の通知を受けるこ
と。 
⑴ 私の海外証券先物取引等（未決済のもの

に限る。）に係る委託証拠金率及び代用有

価証券の評価における掛目の変更の通知 
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参 考 様 式 

本  文 記載上の留意点 

現行の海外証券先物取引等口座設定約諾書 

（統一様式） 

⑵ 私の海外証券先物取引等に係る執行取

引所の定める重要な取引の内容の変更の

通知 

 

 

⑵ 私の海外証券先物取引等に係る執行取

引所の定める重要な取引の内容の変更の

通知 
２ 貴社は、私の海外証券先物取引等に未決済

勘定がある場合には、銘柄、取引契約数量及

び約定価格等を記載した海外証券先物取引等

に関する通知書を毎月交付すること。 

左記の通知書のほ

か、取引残高報告書

その他の文書を交

付している場合に

は、各協会員の実態

に合わせて適宜約

諾書中に追記する

ことが考えられる。

２ 貴社は、私の海外証券先物取引等に係る建

玉残高、委託証拠金の残高を月１回以上私の

届け出た住所あてに報告すること。 

（諸料金等） 

第 32 条 私は、執行取引所における売買手数
料及び公租公課その他の賦課金並びに所定の

手数料を貴社が定める期日までに支払うこ

と。 

 （諸料金等） 

第 33 条 私は、執行取引所における売買手数
料及び公租公課その他の賦課金並びに所定の

手数料を貴社が指定する通貨により、貴社が

定める期日までに支払うこと。 

２ 私の指示による特別の扱いについては、貴

社の要した実費をその都度、支払うこと。 

 ２ 私の指示による特別の扱いについては、貴

社の要した実費をその都度、貴社の指定する

通貨により支払うこと。 

（委託証拠金及び決済に使用する通貨） 

第 33 条 私は、貴社との間の海外証券先物取
引等において、委託証拠金・決済その他に使

用する通貨は貴社の応じ得る範囲内で私が指

定する通貨とすること。 

２ 前項の規定により私が指定する通貨につい

て他の通貨に換算する必要がある場合には、

貴社が定めるレートによること。 

 

協会員が取り扱う

通貨について、特定

の通貨を一律に記

載できる場合には、

約諾書中に記載す

ることが望ましい。 

 

（ 新  設 ） 

 

 

（外国通貨による受払い） 

第 34 条 海外証券先物取引等に関して私と貴
社の間で行われる外国通貨の授受は、原則と

して私が自己名義で開設する外貨預金勘定と

貴社が指定する貴社の名義の外貨預金勘定と

の間の振替の方法によること。 

 （外国通貨による受払い） 

第 34 条 海外証券先物取引等に関して私と貴
社の間で行われる外国通貨の授受は、原則と

して私が自己名義で開設する外貨預金勘定と

貴社が指定する貴社の名義の外貨預金勘定と

の間の振替の方法によること。 

 
（ 削  る ） 

 （対外支払手段の売買） 
第 35 条 私は、海外証券先物取引等に関して

行う外貨又は円貨の授受に代えて、貴社が応

じ得る範囲内で、当該外貨と円貨との売買を
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参 考 様 式 

本  文 記載上の留意点 

現行の海外証券先物取引等口座設定約諾書 

（統一様式） 

行い、その円貨又は外貨により授受を行える

ものとすること。 

 

（ 削  る ） 
 

 （売買適用レート） 

第 36 条 前条における外貨と円貨との売買
は、別に取決め又は指定のない限り、売買約

定日における貴社が定めるレートによるこ

と。 
 

第 ３ 章  雑 則 

  
第 ３ 章  雑 則 

 
（届出事項の変更届出） 

第 35 条 貴社に届け出た氏名、名称又は商号、
印章、代表者、住所若しくは事務所その他の

事項に変更があったときは、貴社に対し直ち

に、書面をもってその旨の届出をすること。

 （届出事項の変更届出） 

第 37 条 貴社に届け出た氏名、名称又は商号、
印章、代表者、住所若しくは事務所その他の

事項に変更があったときは、貴社に対し直ち

に、書面をもってその旨の届出をすること。

（通知の効力） 

第 36 条 私の届出住所若しくは事務所あて、
貴社によりなされた海外証券先物取引等に関

する諸通知が、転居、不在その他私の責に帰

すべき事由により延着し、又は到着しなかっ

た場合においては、通常到着すべきときに到

着したものとすること。 

 （通知の効力） 

第 38 条 私の届出住所若しくは事務所あて、
貴社によりなされた海外証券先物取引等に関

する諸通知が、転居、不在その他私の責に帰

すべき事由により延着し、又は到着しなかっ

た場合においては、通常到着すべきときに到

着したものとすること。 
（契約の解約） 

第 37 条 私が第２条第１項各号又は第２項各
号のいずれかに該当したときは、本約諾は解

約されること。 

 （契約の解約） 

第 39 条  （ 新  設 ） 
 

２ 次の各号のいずれかに該当したとき（前項

に該当したときを除く。）は、本約諾は解約さ

れること。 

  次の各号の一に該当し又は私は第２条に掲げ

る事項の一に該当したときは、本約諾は解約

されること。ただし、解約時において私の委

託に係る海外証券先物取引等の未決済勘定が

残存する場合、又は私の貴社に対する本約諾

書に基づく債務が残存する場合には、その限

度において本約諾書は効力を有するものとす

ること。 

⑴ 私が貴社に対し本約諾の解約の申出をし

たとき 

 ⑴ 私が貴社に対し本約諾の解約の申出をし

たとき  
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参 考 様 式 

本  文 記載上の留意点 

現行の海外証券先物取引等口座設定約諾書 

（統一様式） 

⑵ 私が本約諾書の条項のいずれかに違反

し、貴社が本約諾の解約を通告したとき 
 ⑵ 私が本約諾書の条項の一に違反し、貴社

が本約諾の解約を通告したとき 
⑶ 私が口座開設申込時にした確約に関して

虚偽の申告をしたことが認められ、貴社が

解約を申し出たとき 

 （ 新  設 ） 

⑷ 私が暴力団員、暴力団関係企業、いわゆ

る総会屋等の反社会的勢力に該当すると認

められ、貴社が解約を申し出たとき 

 （ 新  設 ） 

⑸ 私が暴力的な要求行為、法的な責任を超

えた不当な要求行為等を行い、貴社が契約

を継続しがたいと認めて、解約を申し出た

とき 

 （ 新  設 ） 

⑹ 第 43 条に定める本約諾書の変更に私が

同意しないとき 
 ⑶ 第 43 条に定める本約諾書の変更に私が

同意しないとき 
⑺ 前各号のほか、やむを得ない事由により、

貴社が私に対し解約の申出をしたとき 
 ⑷ 前各号のほか、やむを得ない事由により、

貴社が私に対し解約の申出をしたとき 
３ 前２項に係る解約時において私の委託に係

る海外証券先物取引等の未決済勘定が残存す

る場合、又は私の貴社に対する本約諾書に基

づく債務が残存する場合には、その限度にお

いて本約諾書は効力を有するものとするこ

と。 

 （ 新  設 ） 

４ 第１項及び第２項の場合において、本口座

に残高があるときの処理については、私の指

示に従うこと。 

 ２ 前項の場合において、本口座に残高がある

ときの処理については、私の指示に従うこと。 

５ 第１項及び第２項の場合において、前項の

指示をした場合は、貴社の要した実費をその

都度貴社に支払うこと。  

 ３ 第１項の場合において、前項の指示をした

場合は、貴社の要した実費をその都度貴社に

支払うこと。 

（免責事項） 
第 38 条 次の各号に掲げる損害については、
貴社は免責されること。 

 （免責事項） 
第 40 条 次に掲げる損害については、貴社は
免責されること。 

⑴ 天災地変、政変、同盟罷業、外貨事情の

急変、外国為替市場の閉鎖等、不可抗力と

認められる事由により、取引の執行、現物

の受渡、オプションの権利行使、権利割当

て、金銭の授受又は寄託の手続きが遅延し、

又は不能となったことにより生じた損害 

 ⑴ 天災地変、政変、同盟罷業、外貨事情の

急変、外国為替市場の閉鎖等、不可抗力と

認められる事由により、取引の執行、現物

の受渡、オプションの権利行使、権利割当

て、金銭の授受又は寄託の手続きが遅延し、

又は不能となったことにより生じた損害 
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参 考 様 式 

本  文 記載上の留意点 

現行の海外証券先物取引等口座設定約諾書 

（統一様式） 

⑵ 執行取引所の開場にもかかわらず国内の

休日又は貴社の業務時間外のために、当該

取引所の取次ぎに応じえないことにより生

じた損害 

 ⑵ 執行取引所の開場にもかかわらず国内の

休日又は貴社の業務時間外のために、当該

取引所の取次ぎに応じえないことにより生

じた損害 
⑶ 国内の休日又は貴社の業務時間外のため

に、取次ぎ済の海外証券先物取引等に係る

諸通知が遅延したことにより生じた損害 

 ⑶ 国内の休日又は貴社の業務時間外のため

に、取次ぎ済の海外証券先物取引等に係る

諸通知が遅延したことにより生じた損害 
⑷ 電信又は郵便の誤謬、遅滞等貴社の責に

帰すことのできない事由により生じた損害

 ⑷ 電信又は郵便の誤謬、遅滞等貴社の責に

帰すことのできない事由により生じた損害

⑸ 貴社所定の書類に押印した印影と届出の

印鑑とが相違ないものと貴社が認めて、金

銭の授受、寄託した証券の返還その他の処

理が行われたことにより生じた損害 

 ⑸ 貴社所定の書類に押印した印影と届出の

印鑑とが相違ないものと貴社が認めて、金

銭の授受、寄託した証券の返還その他の処

理が行われたことにより生じた損害 
（準拠法） 

第 39 条 本約諾書は、日本国の法律により支
配され、解釈されるものとすること。 

 （適用法） 

第 41 条 本約諾書は、日本国の法律により支
配され、解釈されるものとすること。 

（合意管轄） 

第 40 条 私と貴社との間の海外証券先物取引
等に関する訴訟については、貴社本店又は支

店の所在地を管轄する裁判所のうちから貴社

が管轄裁判所を指定することができること。

 （合意管轄） 

第 42 条 私と貴社との間の海外証券先物取引
等に関する訴訟については、貴社本店又は支

店の所在地を管轄する裁判所のうちから貴社

が管轄裁判所を指定することができること。 

(報告書等の作成及び提出) 

第 41 条 私は、貴社が日本国又は執行取引所

の存する国の法令諸規則等に基づき要求され

る場合には、私に係る海外証券先物取引等の

内容その他を日本国又は執行取引所の存する

国の政府機関、執行取引所等あてに報告する

ことに異議のないこと。この場合、私は、貴

社の指示に応じて、当該報告に係る書類の作

成に協力すること。 

  

（ 新  設 ） 

 

２ 前項の規定に基づき行われた報告に係る書

類の作成及び提出に関して発生した一切の損

害については、貴社は免責されること。 

  

（電磁的方法による書面の授受） 

第 42 条 貴社は、私との海外証券先物取引等
に係る貴社の定める書面の交付及び書面によ

る受領に代えて、金融商品取引法その他関係

  
（ 新  設 ） 



 22

参 考 様 式 

本  文 記載上の留意点 

現行の海外証券先物取引等口座設定約諾書 

（統一様式） 

法令又は日本証券業協会の定める諸規則に則

った方法により、当該書面に記載すべき事項

について電子情報処理組織を使用する方法そ

の他情報通信の技術を利用する方法により提

供すること及び提供を受けることができるこ

と。この場合において、貴社は当該書面の交

付等を行ったものとみなすこと。 
（約諾書の内容の変更） 

第 43 条 本約諾書の内容において、貴社から

諾否の回答期限を定めて変更の申入れがあっ

た場合であって、私が所定の期間中に異議の

申出をしなかったときは、その変更に同意し

たものとすること。 

 （約諾条項の変更） 

第 43 条 本約諾書の条項中、貴社から諾否の

回答期限を定めて変更の申入れがあった場合

において、私が所定の期間中に異議の申出を

しなかったときは、その変更に同意したもの

とすること。 

 


